
（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

【企業局】

新 地盤沈下や経年変化により老朽化が著しく、通水機能が

１ 工業用水道事業 20,038 20,038 低下した武蔵水路を多目的水路として改築し、機能回復を

（武蔵水路改築事業費） 内部留保資金 内部留保資金 図る。

20,038 20,038

【事業概要】

総事業費 約７００億円

工事期間 平成２１年度～平成２７年度

埼玉県工業用水負担額 １１億２千万円

・負担率 １６／１０００

・財源構成 国庫１／５、工業用水料金４／５

継続費総額 ９億４９６万２千円

・平成２１年度年割額 ２，００３万８千円

新

２ 水道用水供給事業 41,747 41,747 埼玉県水道用水負担額 ２８億円

（武蔵水路改築事業費） 県債 20,000 県債 20,000 ・負担率 ４０／１０００

内部留保資金 内部留保資金 ・財源構成 国庫１／３、一般会計繰入金１／３、

21,747 21,747 水道料金１／３

継続費総額 １８億８，５３３万５千円

・平成２１年度年割額 ４，１７４万７千円

※治水負担分 ７２．９億円（負担率３４７／１０００）

直轄治水事業負担金より拠出

平成２１年度負担額 ２億７２５万６千円

企業局

－ １ －

【審査の考え方】

水の安定供給を推進するため、地盤沈下や老朽化に

より導水機能が低下した武蔵水路の改築事業に参画す

ることの必要性を認め、要求額を措置した。

【審査の考え方】

水の安定供給を推進するため、地盤沈下や老朽化に

より導水機能が低下した武蔵水路の改築事業に参画す

ることの必要性を認め、要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

圏央道沿線の菖蒲南部地区、川越第二地区及び騎西国道

３ 地域整備事業 １２２号沿道地区に地元市町と共同で産業団地を整備す

る。

（菖蒲南部産業団地 2,593,551 432,091 432,091 菖蒲南部産業団地（３年継続事業の第３年次分）

整備事業費） 内部留保資金 内部留保資金 内部留保資金 ４億３，２０９万１千円

2,593,551 432,091 432,091

・造成工事費 ３億４，１１３万９千円

・事務費 ９，０９５万２千円

（川越第二産業団地 2,630,888 453,947 453,947 川越第二産業団地（３年継続事業の第３年次分）

整備事業費） 内部留保資金 内部留保資金 内部留保資金 ４億５，３９４万７千円

2,630,888 453,947 453,947

・造成工事費 ３億５，３９４万７千円

・事務費 １億円

（騎西国道１２２号 2,553,120 2,129,311 2,129,311 騎西国道１２２号沿道地区産業団地

沿道地区産業団地 内部留保資金 内部留保資金 内部留保資金 （３年継続事業の第２年次分）

整備事業費） 2,553,120 2,129,311 2,129,311 ２１億２，９３１万１千円

・造成工事費 ２０億６，０１７万８千円

・事務費 ６，９１３万３千円

企業局

－ ２ －

【審査の考え方】

圏央道周辺地域の産業活性化の推進のため、産業団地

を整備する必要性を認め、要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

４ 地域整備事業 82,490 75,945 75,945 １ 可能性調査 ６，０３０万円

（産業団地整備支援 長期貸付金償還金 長期貸付金償還金 長期貸付金償還金 圏央道の開通を生かした産業集積の早期実現を図るた

調査費） 970,235 994,103 994,103 め、産業団地整備事業の事業化に向けた基本条件調査、採

内部留保資金 内部留保資金 内部留保資金 算性の検討などを行う。

△887,745 △918,158 △918,158 ・概略可能性調査 １地区

・詳細可能性調査 １地区

新

２ 白岡瀬地区企業立地動向調査 ３１５万円

白岡瀬地区における企業立地の情報収集、整理、分析を

行い、同地区の産業団地整備を推進する。

・調査対象業種 製造業、流通加工業他

・調査内容 ①立地意向の有無、②土地面積

③建設予定時期、④購入希望金額 等

新

３ 圏央道以北事業化調査 １，２００万円

圏央道以北の産業基盤整備を推進するため、事業費の算

出や整備スケジュールの検討などを行う。

・調査地区数 １地区

・調査項目 土地利用上の課題整理、事業費算出

物件調査、埋設物・土壌調査等

４ その他事務費 ４９万５千円

企業局

－ ３ －

【審査の考え方】

経済情勢や企業の立地動向等を十分見極めた上で、

産業団地整備の事業化の検討を行う必要性を認め、要

求額を措置した。


